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第 10 期介護報酬改定の審議に向けた要望書 

 

私たち「認知症の人と家族の会」は 1980 年の発足以来、46 年にわたり認知症の人と家族が

直面する困難や介護の実情を社会に訴え、公的支援の充実を求めて活動してまいりました。 

この間、2000 年度の介護保険制度施行、そして 2024 年の「共生社会の実現を推進するた

めの認知症基本法」施行へとつながり、認知症への社会的理解の浸透と家族の介護負担軽減が

図られてきました。今や介護保険制度は、利用者が尊厳を保持し、住み慣れた地域で自立した日

常生活を営むための不可欠な社会基盤であり、「必要なサービスを給付する」という本制度の安

定的かつ確実な持続を切に願うものです。 

 

しかしその一方で、訪問介護や通所介護といった、在宅生活を支える主要なサービスは、長く

抑制策が続きました。さらに近年の深刻な「介護人材不足」によって、要介護認定者が増えている

にもかかわらず、希望するサービスを選択できないという切実な事態を招いています。 

 第 10 期介護報酬改定の審議にあたっては、特に認知症の人に直接向き合う対人サービスを維

持・確保するため、訪問介護員（ホームヘルパー）や介護職員の処遇改善を抜本的に進めるととも

に、介護報酬体系や事業所の指定基準などの見直しを進めていただくよう要望いたします。 

 

介護報酬の引き上げを伴うサービスの充実には、必然的に財源の問題が浮上します。介護保

険サービスを利用する本人や家族は、介護報酬改定のたびに対象費用や自己負担額の増大に強

い不安を抱いています。在宅における「介護のある暮らし」は長期に及び、「いつまで貯金を取り

崩し続けられるか」「家族が離職して介護を担うべきか」といった限界に近い悩みに直面している

家庭は少なくありません。 

報酬改定による基本サービス費や加算の引き上げが、利用者の経済的理由による「サービス控

え」や「利用断念」につながることは断じてあってはなりません。 

ついては、介護報酬の引き上げを検討する際には利用者負担への影響を十分に考慮いただき、

区分支給限度基準額の適切な引き上げ、ならびに低所得者層へのきめ細かな負担軽減策を同時

に検討していただくよう強く要望いたします。 
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